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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第78期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 8,495 8,017 9,534 16,451 17,175 

経常利益（百万円） 324 463 1,039 839 1,504 

中間（当期）純利益（百万円） 355 276 527 687 910 

純資産額（百万円） 7,959 8,410 10,916 8,252 9,083 

総資産額（百万円） 21,758 20,723 21,359 21,602 21,539 

１株当たり純資産額（円） 692.61 731.95 827.08 716.50 788.44 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
30.95 24.09 45.92 58.16 77.13 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 36.6 40.6 44.5 38.2 42.2 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
407 1,237 1,303 1,458 2,720 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
106 △639 △682 △665 △1,072 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
237 △651 △800 △331 △1,391 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
1,185 833 1,023 895 1,163 

従業員数（人） 385 377 394 379 374 



(2) 提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３. 連結財務諸表を作成しているが、比較の便宜のためにキャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 8,523 7,234 8,419 16,055 15,405 

経常利益（百万円） 427 354 733 968 1,235 

中間（当期）純利益（百万円） 297 216 425 628 756 

資本金（百万円） 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 

発行済株式総数（千株） 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 

純資産額（百万円） 7,450 7,850 8,606 7,725 8,364 

総資産額（百万円） 17,391 16,479 16,846 17,359 17,099 

１株当たり純資産額（円） 648.34 683.22 749.02 670.67 725.87 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
25.87 18.87 37.01 53.01 63.76 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 6.00 6.00 6.00 14.00 14.00 

自己資本比率（％） 42.8 47.6 51.1 44.5 48.9 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
457 994 943 1,468 2,096 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
109 △510 △646 △205 △1,081 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△584 △651 △350 △1,164 △1,177 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
388 337 289 504 343 

従業員数（人） 348 338 355 340 338 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関

係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

従業員の状況の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業である

ので省略しおります。 

 （注） 従業員数は就業人員で、臨時雇用者はおりません。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員で、臨時雇用者はおりません。 

(3) 労働組合の状況 

・労働組合は、全社をもって単一組合を組織しており、上部組織である日本化学エネルギー産業労働組合連合会

（ＪＥＣ連合）に加入しております。平成18年９月30日現在の労働組合員数は283人で、会社との間に特記すべき

事項はありません。 

・連結子会社には労働組合はありません。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 394 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 355 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におきましては、ＩＴ関連機器やデジタル家電製品の生産・在庫調整終了による需要回復を背

景に国内向けビフェノール及びフォトレジスト材料の需要が進捗するとともに、トリメチルフェノール及び特殊ビス

フェノールの需要が輸出を中心にいずれも大幅に増加しました。しかしながら、一方において、引き続きビフェノー

ルの米国での需要が大幅に減少し輸出が不調であったことや、原油価格のさらなる高騰に伴う主要原材料の値上げに

よりコストアップを余儀なくされたため、依然として厳しい状況が続きました。 

 このような事業環境のもとで、当社グループは、収益の改善・向上を図るため、既存製品のさらなる拡販と新規製

品・新規用途の開発に注力するとともに、より徹底したコストダウンを推進するなど競争力強化のための施策を経営

全般にわたって積極的に取り組んでまいりました。 

 その結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高9,534百万円（前年同期比18.9％増）、経常利益

1,039百万円（同124.1％増）、中間純利益527百万円（同90.6％増）、１株当たり中間純利益45円92銭となりまし

た。 

(2) 営業部門別の状況 

＜高機能樹脂原料＞ 

・ビフェノール 

 ビフェノ－ルは、パソコン・携帯電話等のＩＴ関連機器やデジタル家電の電子部品に用いられる耐熱性、精密成形

性に優れた液晶ポリマ－（ＬＣＰ）の主原料として使用されており、中長期的に需要の拡大が見込まれております。

 当中間連結会計期間におきましては、国内向けの販売については、ＩＴ関連機器やデジタル家電の生産・在庫調整

終了による需要回復を背景に順調に推移したため、売上高は前年同期に比べ増加しました。しかしながら、輸出につ

いては、米国の大手ユーザーへの販売数量が大幅に減少し輸出が大きく落ち込んだため、国内外をあわせた全体の売

上高は前年同期を若干下回りました。 

・特殊ビスフェノール 

 特殊ビスフェノ－ルは、耐熱性、剛性、精密成型性に優れた特殊ポリカ－ボネ－ト樹脂や特殊エポキシ樹脂の原料

として使用されており、特殊ポリカーボネート樹脂は自動車用部品や光学用電子部品向けに、特殊エポキシ樹脂はエ

ポキシ封止剤・積層板向けに需要の増大が見込まれております。 

 当中間連結会計期間におきましては、引き続きHi-Bis GmbH（ハイビス社）によるバイエル社の特殊ポリカ－ボネ

－ト樹脂向けの販売を中心に好調に推移したため、売上高は前年同期に比べ大幅に増加しました。 

 高機能樹脂原料全体の売上高は、3,603百万円（前年同期比17.6％増）となり、全売上高に占める割合は、37.8％

と前年同期比0.4ポイント低下しました。 

＜高機能化学品＞ 

・フォトレジスト材料 

 半導体や液晶表示ディスプレイ（ＬＣＤ）の製造過程で使用されるフォトレジスト材料は、当中間連結会計期間に

おきましては、ＩＴ関連機器やデジタル家電製品の生産・在庫調整終了による需要の回復により販売が堅調に推移し

たため、半導体用及びＬＣＤ用のいずれも、売上高は前年同期を上回りました。 

・メタパラクレゾール誘導品 

 主に家畜用飼料の添加剤に使用されるビタミンＥ原料のトリメチルフェノ－ルは、当中間連結会計期間におきまし

ては、輸出が大きく伸長したため、売上高は前年同期に比べ大幅に増加しました。 

 トリメチルフェノール以外のメタパラクレゾール誘導品は、農薬や香料向けのメタクレゾールの輸出が好調であっ

たことに加えて、その他の製品についても販売が順調に推移したことにより、売上高は前年同期を上回りました。 

 高機能化学品全体の売上高は、4,969百万円（前年同期比20.2％増）となり、全売上高に占める割合は、52.1％と

前年同期比0.5ポイント上昇しました。 



＜その他化成品＞ 

 その他化成品は、事業構造の改善を目的に、当中間連結会計期間においても引き続きリセール品の整理・削減を実

施しましたが、受託生産しているＯＥＭ製品の販売数量が増加したため、全体の売上高は前年同期を上回りまし

た。  

(3) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び同等物は、前中間連結会計期間に比べ189百万円増加し、当中間連結会計期

間末には1,023百万円となりました。 

・営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比65百万円増加し、1,303百万円の収入になりました。 

 収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益1,039百万円、減価償却費785百万円であり、支出の主な内訳は、売

上債権の増加額130百万円および法人税等の支払額377百万円であります。 

・投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比43百万円支出が増加し、682百万円の支出となりました。 

 支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出635百万円であります。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比148百万円支出が増加し、800百万円の支出となりました。 

 支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出783百万円であります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 生産実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であるので

省略しております。 

 なお、当中間連結会計期間の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

高機能樹脂原料（百万円） 3,480 +8.3 

高機能化学品（百万円） 4,514 +15.6 

その他化成品（百万円） 792 +35.6 

合計（百万円） 8,787 +14.1 



(2) 製品仕入実績 

 製品仕入実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業である

ので省略しております。 

 なお、当中間連結会計期間の製品仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4) 販売実績 

 販売実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であるので

省略しております。 

 なお、当中間連結会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な相手先別販売高及び割合は、次のとおりであります。 

部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

高機能樹脂原料（百万円） － － 

高機能化学品（百万円） 216 △12.1 

その他化成品（百万円） 123 △42.8 

合計（百万円） 339 △26.4 

部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

高機能樹脂原料（百万円） 3,603 +17.6 

高機能化学品（百万円） 4,969 +20.2 

その他化成品（百万円） 961 +17.3 

合計（百万円） 9,534 +18.9 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

三井物産株式会社 3,935 49.1 4,629 48.6 

三井化学株式会社 949 11.8 1,079 11.3 

バイエル株式会社  802 10.0 1,142 12.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループを取り巻く今後の事業環境は、企業による設備投資の拡大と雇用・所得環境の改善に伴う個人消費の増

加を背景に、国内経済が引き続き回復基調のまま推移するものと予想されます。しかしながら、一方では、ＩＴ関連分

野において再び需給調整のための在庫の積み増しが懸念されるとともに、原油価格の動向やアメリカ経済の減速など先

行き不安定な要因があり、さらには当社主力製品の競合他社との競争激化が予想され、引き続き予断を許さない事業環

境のもとに置かれるものと見込まれます。 

 このような状況のもとで、当社グループは、原材料コスト上昇に対応した製品価格の改定に努める一方、コア事業の

強化・拡大とさらなるコストダウンの徹底により競争力をより一層強化するとともに、今後の成長が期待される情報電

子分野・高機能樹脂分野への新規事業の展開を積極的に推進することにより、収益性の高い事業基盤の構築に努めてま

いる所存であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

①当社は、三井物産（株）と一手販売契約を締結しております。 

②当社は、三井物産（株）、ドイツ三井物産（有）、バイエル（株）およびハイビス社とドイツにおけるビスフェノ

ールプロジェクトに関する合弁会社契約を締結しております。 

５【研究開発活動】 

当社は「Finechemical Specialist として独自技術を開発、駆使し、価値ある製品を創出してお客さまに提供し、

お客さまとともに発展していく」ため、研究開発活動を継続的に行っております。特に、「独自技術の強化」及び「顧

客に密着した独自製品の創出」を基本とし、合成研究、プロセス開発、試作から製造・販売に到る迄一貫した研究開発

を遂行しております。 

当中間連結会計期間の主要な研究開発内容は以下の通りであります。 

①特殊ポリカーボネイト樹脂及び特殊エポキシ樹脂用特殊ビスフェノール類の開発 

②次世代フォトレジスト材料の開発 

③感光性ポリイミド樹脂用材料の開発 

④液晶材料用中間体の開発 

⑤光学用途向け特殊樹脂用シクロオレフィンモノマーの開発 

⑥ビフェノールプラントの合理化研究 他 

尚、当中間連結会計期間の研究開発費は2.5億円であり、対売上高比率は2.7％であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等についての重要な変更はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,500,000 11,500,000 
㈱東京証券取引所 

（市場第２部） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 11,500,000 11,500,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日  

～  

平成18年９月30日  

－ 11,500,000 － 1,500 － 1,013 



(4) 【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数の信託業務に係る株式は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社   532千株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 270千株 

      日興シティ信託銀行株式会社        155千株 

(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1－2－1 3,098 26.93 

三井化学株式会社 東京都港区東新橋1－5－2 3,098 26.93 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町2－11－3 532 4.62 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海1－8－11 270 2.34 

種田 修 東京都文京区 225 1.95 

学校法人田中育英会 東京都渋谷区千駄ケ谷5－30－16 172 1.49 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川2－3－14 155 1.34 

日本証券金融株式会社 東京都中央区茅場町1－2－10 149 1.29 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

505019 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレイト銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 

ISFC DUBLIN IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

148 1.28 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

505025 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレイト銀行） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 
141 1.22 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海1－8－11 127 1.10 

合計 － 8,115 70.57 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 
議決権の数 
（個） 

内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     10,000 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,452,000 11,452 同上 

単元未満株式 普通株式   38,000 － 同上 

発行済株式総数 11,500,000 － － 

総株主の議決権 － 11,446 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

本州化学工業（株） 

東京都中央区京橋

1－1－1 
10,000 － 10,000 0.09 

計 － 10,000 － 10,000 0.09 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,150 1,260 1,400 1,435 1,440 1,431 

最低（円） 920 980 1,090 1,150 1,203 1,270 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第77期中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、第78期中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

ただし、前中間会計期間との比較の便宜のため、キャッシュ・フロー計算書及び注記事項についても追加して記載

しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

及び当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに第77期中間会計期間

（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び第78期中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）

の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     833     1,023     1,163   

２．売掛金     3,578     4,200     4,062   

３．たな卸資産     4,226     4,090     4,199   

４．繰延税金資産     96     167     185   

５．その他     296     117     85   

流動資産合計     9,030 43.6   9,599 45.0   9,695 45.0 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※1,2                   

(1）建物及び構築物   1,548     1,565     1,527     

(2）機械装置及び運搬
具 

  7,937     7,948     7,727     

(3）土地   552     560     556     

(4）建設仮勘定   382     421     741     

(5）その他   190 10,611   211 10,705   176 10,730   

２．無形固定資産     7     60     18   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   260     222     334     

(2）繰延税金資産   705     685     663     

(3）その他   106     87     96     

貸倒引当金   △5 1,066   △4 989   △5 1,088   

固定資産合計     11,684 56.4   11,755 55.0   11,837 55.0 

Ⅲ 繰延資産                     

１．開業費     8     4     6   

繰延資産合計     8 0.0   4 0.0   6 0.0 

資産合計     20,723 100.0   21,359 100.0   21,539 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金     1,854     2,083     2,220   

２．短期借入金     2,500     2,275     2,200   

３．１年内返済予定の長
期借入金 

※2   997     1,339     795   

４．未払金     419     418     304   

５．未払法人税等     129     435     427   

６．設備未払金     424     478     538   

７．役員賞与引当金     －     12     －   

８．その他     431     515     460   

流動負債合計     6,757 32.6   7,557 35.4   6,947 32.2 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※2   2,855     1,595     2,807   

２．退職給付引当金     1,508     1,198     1,361   

３．役員退職慰労引当金     45     77     61   

４．繰延税金負債     －     1     －   

５．その他     7     11     9   

固定負債合計     4,417 21.3   2,885 13.5   4,240 19.7 

負債合計     11,175 53.9   10,442 48.9   11,187 51.9 

           

（少数株主持分）                     

少数株主持分     1,138 5.5   － －   1,268 5.9 

           

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,500 7.2   － －   1,500 7.0 

Ⅱ 資本剰余金     1,013 4.9   － －   1,013 4.7 

Ⅲ 利益剰余金     5,759 27.8   － －   6,324 29.3 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    56 0.3   － －   100 0.5 

Ⅴ 為替換算調整勘定     84 0.4   － －   150 0.7 

Ⅵ 自己株式     △4 △0.0   － －   △5 △0.0 

資本合計     8,410 40.6   － －   9,083 42.2 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    20,723 100.0   － －   21,539 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  1,500 7.0  － － 

２ 資本剰余金    － －  1,013 4.8  － － 

３ 利益剰余金    － －  6,736 31.5  － － 

４ 自己株式    － －  △5 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  9,244 43.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価
差額金 

   － －  32 0.1  － － 

２ 為替換算調整勘定    － －  225 1.1  － － 

評価・換算差額等合計    － －  258 1.2  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  1,413 6.6  － － 

純資産合計    － －  10,916 51.1  － － 

負債純資産合計    － －  21,359 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,017 100.0  9,534 100.0  17,175 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,534 81.5  7,381 77.4  13,540 78.8 

売上総利益   1,483 18.5  2,153 22.6  3,635 21.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1  878 11.0  964 10.1  1,815 10.6 

営業利益   604 7.5  1,188 12.5  1,819 10.6 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  0   0   0   

２．受取配当金  1   2   1   

３．為替差益  38   －   51   

４．企業立地奨励金   －   22   29   

５．スクラップ売却益  －   9   －   

６．解約違約金収入  －   10   －   

７．その他  8 48 0.6 3 50 0.5 21 104 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  56   59   115   

２．為替差損  －   0   －   

３．たな卸資産廃棄損  37   3   114   

４．生産休止費用  70   70   132   

５．撤去費用  －   33   －   

６．固定資産除却損   －   26   －   

７．その他  24 189 2.3 5 198 2.1 57 419 2.4 

経常利益   463 5.8  1,039 10.9  1,504 8.8 

Ⅵ 特別利益           

１．政府補助金受贈益 ※2 － － － － － － 16 16 0.1 

  
Ⅶ 特別損失 

                    

１．固定資産除却損 ※3 － － － － － － 47 47 0.3 

税金等調整前中間
（当期）純利益   463 5.8  1,039 10.9  1,474 8.6 

法人税、住民税及
び事業税  85   382   462   

法人税等調整額  53 138 1.7 45 428 4.5 △24 438 2.6 

少数株主利益   49 0.6  83 0.9  125 0.7 

中間（当期）純利
益   276 3.5  527 5.5  910 5.3 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

      

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高  

 

1,013  1,013 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期

末）残高 
 1,013  1,013 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,594  5,594 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  276 276 910 910 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  91  160  

２．役員賞与  19 110 19 179 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期

末）残高 
  5,759  6,324 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
1,500 1,013 6,324 △5 8,832 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △91   △91 

役員賞与（注）     △24   △24 

中間純利益     527   527 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － 411 △0 411 

平成18年９月30日 残高 

 （百万円） 
1,500 1,013 6,736 △5 9,244 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
100 150 250 1,268 10,351 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）         △91 

役員賞与（注）         △24 

中間純利益         527 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△67 75 8 145 153 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
△67 75 8 145 565 

平成18年９月30日 残高 

 （百万円） 
32 225 258 1,413 10,916 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前中間（当期）純利益   463 1,039 1,474 

減価償却費   790 785 1,589 

役員賞与引当金の増減（△）額   － 12 － 

退職給付引当金の増減（△）額   △118 △163 △266 

受取利息及び受取配当金   △1 △3 △2 

支払利息   56 59 115 

売上債権の増（△）減額   740 △130 256 

たな卸資産の増（△）減額   △167 110 △140 

仕入債務の増減（△）額   △370 △137 △4 

その他   77 165 67 

小計   1,470 1,737 3,089 

利息及び配当金の受取額   1 3 2 

利息の支払額   △57 △59 △114 

法人税等の支払額   △177 △377 △256 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,237 1,303 2,720 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △645 △635 △1,291 

無形固定資産の取得による支出   － △46 － 

政府補助金収入   － － 227 

その他   5 △0 △9 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △639 △682 △1,072 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減（△）額   △500 75 △800 

長期借入金の借入による収入   － － 100 

長期借入金の返済による支出   △60 △783 △530 

配当金の支払額   △91 △91 △160 

その他   △0 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △651 △800 △1,391 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △7 39 11 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額   △61 △139 267 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   895 1,163 895 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高 

  833 1,023 1,163 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数・・・・・１社  連結子会社数・・・・・１社 

  連結子会社は、ハイビス社１

社であります。 

非連結子会社数・・・・１社 

 非連結子会社は、本州興産

（株）１社であります。小規模

会社であり、かつ総資産・売上

高・中間純利益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等がいずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないため、連結の範

囲から除外しております。 

同左  連結子会社は、ハイビス社１

社であります。 

 非連結子会社は、本州興産

（株）１社であります。小規模

会社であり、かつ総資産・売上

高・当期純利益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等がいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社１社は、中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、持分法の適用から除外して

おります。 

同左 非連結子会社１社は、連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないた

め、持分法の適用から除外してお

ります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

中間連結決算日と同一でありま

す。 

同左 連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

主として総平均法による原価法 

（貯蔵品は最終仕入原価法）  

③たな卸資産 

同左    

③たな卸資産 

同左 

 



 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

機械装置は定額法（一部は定率

法） 

但し、実質的残存価額（零）ま

で償却することにしておりま

す。 

その他の有形固定資産は主に定

率法 

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物    15～50年 

機械装置  ４～15年 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアは社内

における利用可能期間（５年）

による定額法 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

 ②        － ②役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ12百万円減少して

おります。 

②            － 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につい

ては、発生初年度から３年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

連結子会社には、退職給付制度

がありません。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異につい

ては、発生初年度から３年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

連結子会社には、退職給付制度

がありません。 

 



 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

なお、商法施行規則第43条に規

定する引当金であります。 

連結子会社には、役員の退職金

制度がありません。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

連結子会社には、役員の退職金

制度がありません。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

なお、商法施行規則第43条に規

定する引当金であります。 

連結子会社には、役員の退職金

制度がありません。 

(4)重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左  同左 

(5)重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

また、為替予約が付されている

外貨建金銭債権については振当

処理によっております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・為替予約取引 

ヘッジ対象・・・外貨建債権 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 ③ヘッジ方針 

当社に為替変動リスクが帰属す

る外貨建取引の一部について成

約時に為替予約取引を行うもの

としております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

 同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を

比較して有効性を判定しており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(6)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法 

税抜方式 

①消費税等の会計処理の方法 

同左 

①消費税等の会計処理の方法 

 同左 

    

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度  

（自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日）  

（たな卸資産の評価方法） 

 当社の製品、半製品、原料及び仕掛品につ

いては、従来、評価方法として移動平均法を

採用しておりましたが、当中間連結会計期間

より総平均法に変更しております。 

 この変更は、新原価計算システムの導入を

機に、原料の著しい価格変動の影響および月

次における操業度並びに製造費用等の一時的

な変動による棚卸資産の評価への影響を排除

して、より適切な期間損益計算を算定するた

めに行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益及び税金等調整前中間

純利益は44百万円減少しております。 

 ────── （たな卸資産の評価方法） 

 当社の製品、半製品、原料及び仕掛品につ

いては、従来、評価方法として移動平均法を

採用しておりましたが、当連結会計年度より

総平均法に変更しております。 

 この変更は、新原価計算システムの導入を

機に、原料の著しい価格変動の影響および月

次における操業度並びに製造費用等の一時的

な変動による棚卸資産の評価への影響を排除

して、より適切な期間損益計算を算定するた

めに行ったものであります。  

 この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は70百万円増加しております。 

 ──────  （連結貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 これまでの「資本の部」の合計に相当する

金額は9,502百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  ────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── 

  

（中間連結損益計算書関係） 

１．「スクラップ売却益」は前中間連結会計期間まで営

業外収益の「その他」に含めて表示していましたが、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲

記しております。 

なお、前中間連結会計期間における「スクラップ売

却益」の金額は1百万円であります。 

  

  

２．「撤去費用」は前中間連結会計期間まで営業外費用

の「その他」に含めて表示していましたが、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記してお

ります。 

なお、前中間連結会計期間における「撤去費用」の

金額は14百万円であります。 

  

  

３．「固定資産除却損」は前中間連結会計期間まで営業

外費用の「その他」に含めて表示していましたが、営

業外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記

しております。 

なお、前中間連結会計期間における「固定資産除却

損」の金額は４百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

      22,715百万円             24,000百万円             23,440百万円

※２ 有形固定資産のうち ※２ 有形固定資産のうち ※２ 有形固定資産のうち 

建物及び構築物 1,159百万円

機械装置 4,196 

土地 163 

計 5,519 

建物及び構築物 1,160百万円

機械装置 4,199 

土地 163 

計 5,522 

建物及び構築物  1,129百万円

機械装置 3,978 

土地 163 

計 5,270 

は工場財団を組成し長期借入金

(１年内返済予定額を含む)703

百万円の担保に供しておりま

す。 

は工場財団を組成し長期借入金

(１年内返済予定額を含む)313百

万円の担保に供しております。 

は工場財団を組成し長期借入金

(１年内返済予定額を含む)547百

万円の担保に供しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

運賃保管料    133百万円

給与手当 216 

退職給付費用 6 

役員退職慰労引

当金繰入額 

15 

研究開発費 228 

運賃保管料  157百万円

給与手当 261 

退職給付費用 5 

役員賞与引当金

繰入額 

12 

役員退職慰労引

当金繰入額 

15 

研究開発費 256 

運賃保管料  279百万円

給与手当 430 

退職給付費用 12 

役員退職慰労引

当金繰入額 

31 

研究開発費 480 

※２ － ※２ － ※２ 連結子会社が、ドイツ連邦政府

から交付を受けた投資促進に係

わる補助金であります。 

※３ － ※３ － ※３ 固定資産除却損の内訳は下記の

通りであります。 

建物及び構築物  1百万円

機械装置及び運搬具 45 

その他 0 

計 47 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 11,500 － － 11,500 

合計 11,500 － － 11,500 

自己株式     

普通株式 （注） 9 0 － 10 

合計 9 0 － 10 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 91 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 68  利益剰余金 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(1)現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日） 

（百万円） （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 833

現金及び現金同等物 833

現金及び預金勘定 1,023

現金及び現金同等物 1,023

現金及び預金勘定 1,163

現金及び現金同等物 1,163



(リース取引関係) 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他 66 39 26 

合計 66 39 26 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他 40 25 15 

合計 40 25 15 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他 66 46 20 

合計 66 46 20 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 11百万円

１年超   15百万円

合計   26百万円

１年内   6百万円

１年超     9百万円

合計     15百万円

１年内     7百万円

１年超     12百万円

合計     19百万円

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料   9百万円

減価償却費相当

額 

  8百万円

支払利息相当額  0百万円

支払リース料    4百万円

減価償却費相当

額 

   4百万円

支払利息相当額   0百万円

支払リース料      16百万円

減価償却費相当

額 

     14百万円

支払利息相当額   0百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 151 246 94 

合計 151 246 94 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 4 

 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 151 207 55 

合計 151 207 55 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 4 



前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、又、連結子会社はデリバティブ取引を行っていな

いため、該当する事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

同上 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

同上 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 151 319 168 

合計 151 319 168 

 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 4 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社及び連結子会社はファインケミカルの専門メーカーとして、同一のセグメントに属する製品の製造・販売を行っ

ており、当該事業以外に事業の種類がないため記載しておりません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  同上 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  同上 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

（注）  1.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

     2.各区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

      欧州・・・・・・・ドイツ 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）  1.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

     2.各区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

      欧州・・・・・・・ドイツ 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）  1.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

     2.各区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

      欧州・・・・・・・ドイツ 

 
日本 欧州 計 

消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

 売上高       

 (1) 
外部顧客に対する 

売上高 
7,215 802 8,017 － 8,017 

 (2) 
セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
18 － 18 (18) － 

  計 7,234 802 8,036 (18) 8,017 

 営業費用 6,776 655 7,432 (18) 7,413 

 営業利益 457 146 604 － 604 

 
日本 欧州 計 

消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

 売上高       

 (1) 
外部顧客に対する 

売上高 
8,391 1,142 9,534 － 9,534 

 (2) 
セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
28 － 28 (28) － 

  計 8,419 1,142 9,562 (28) 9,534 

 営業費用 7,590 784 8,374 (28) 8,346 

 営業利益 829 358 1,188 0 1,188 

 
日本 欧州 計 

消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

 売上高       

 (1) 
外部顧客に対する 

売上高 
15,359 1,816 17,175 － 17,175 

 (2) 
セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
46 － 46 (46) － 

  計 15,405 1,816 17,222 (46) 17,175 

 営業費用 13,924 1,479 15,404 (47) 15,356 

 営業利益 1,481 337 1,818 1 1,819 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）欧州・・・・・・・ドイツ、フランス他 

（２）北米・・・・・・・米国 

（３）アジア・・・・・・中国、台湾他 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）欧州・・・・・・・ドイツ、フランス他 

（２）北米・・・・・・・米国 

（３）アジア・・・・・・中国、台湾他 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）欧州・・・・・・・ドイツ、フランス他 

（２）北米・・・・・・・米国 

（３）アジア・・・・・・中国、台湾他 

 欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,476 461 564 2,502 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       8,017 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
18.4 5.8 7.0 31.2 

 欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,984 303 1,003 3,290 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       9,534 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
20.8 3.2 10.5 34.5 

 欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,286 764 1,710 5,761 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       17,175 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
19.1 4.5 10.0 33.5 



(１株当たり情報) 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(重要な後発事象) 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

１株当たり純資産額 731円 95銭 

１株当たり中間純利益 24円 09銭 

１株当たり純資産額 827円 08銭 

１株当たり中間純利益 45円 92銭 

１株当たり純資産額 788円 44銭 

１株当たり当期純利益 77円 13銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権等潜在株式がないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権等潜在株式がないため記載してお

りません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 276 527 910 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 24 

（うち利益処分による役員賞与） (－) (－)  (24) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
276 527 886 

期中平均株式数（千株） 11,490 11,489 11,490 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   337   289   343   

２．売掛金   3,408   3,854   3,917   

３．たな卸資産   4,212   4,071   4,175   

４．その他   154   232   173   

流動資産合計    8,112 49.2  8,448 50.1  8,609 50.3 

Ⅱ 固定資産 
※１ 
※２          

１．有形固定資産            

(1）建物   890    881    864    

(2）機械装置   4,196    4,199    3,978    

(3）建設仮勘定   382    417    735    

(4）その他   994    1,018    973    

有形固定資産合計   6,463    6,518    6,551    

２．無形固定資産   6     59     18     

３．投資その他の資産            

(1）関係会社出資金   831    831    831    

(2）その他   1,071    994    1,093    

貸倒引当金   △5    △4    △5    

投資その他の資産合
計 

  1,897    1,820    1,919    

固定資産合計    8,367 50.8  8,398 49.9  8,489 49.7 

資産合計    16,479 100.0  16,846 100.0  17,099 100.0 

           

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金   1,852     2,082     2,218     

２．短期借入金 ※２ 3,089     2,940     2,567     

３．未払金   366     375     264     

４．未払法人税等   129     359     415     

５．設備未払金   420     478     532     

６．役員賞与引当金   －     12     －     

７．その他   395     456     424     

流動負債合計     6,254 38.0   6,705 39.8   6,422 37.6 

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金 ※２ 813     248     880     

２．退職給付引当金   1,508     1,198     1,361     

３．役員退職慰労引当金   45     77     61     

４．その他   7     11     9     

固定負債合計    2,375 14.4  1,535 9.1  2,312 13.5 

負債合計    8,629 52.4  8,240 48.9  8,734 51.1 

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,500 9.1   － －   1,500 8.8 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,013     －     1,013     

資本剰余金合計     1,013 6.1   － －   1,013 5.9 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   211     －     211     

２．任意積立金   4,206     －     4,206     

３．中間（当期）未処分
利益 

  867     －     1,337     

利益剰余金合計     5,285 32.1   － －   5,755 33.6 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    56 0.3   － －   100 0.6 

Ⅴ 自己株式     △4 △0.0   － －   △5 △0.0 

資本合計     7,850 47.6   － －   8,364 48.9 

負債及び資本合計     16,479 100.0   － －   17,099 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  1,500 8.9  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   1,013   －   

資本剰余金合計    － －  1,013 6.0  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   211   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

配当準備積立金   －   20   －   

固定資産圧縮積
立金 

  －   272   －   

別途積立金   －   4,500   －   

繰越利益剰余金   －   1,061   －   

利益剰余金合計    － －  6,065 36.0  － － 

４ 自己株式    － －  △5 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  8,573 50.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  32 0.2  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  32 0.2  － － 

純資産合計    － －  8,606 51.1  － － 

負債純資産合計    － －  16,846 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,234 100.0   8,419 100.0   15,405 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,967 82.5   6,723 79.8   12,312 79.9 

売上総利益     1,266 17.5   1,696 20.2   3,093 20.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     808 11.2   867 10.3   1,612 10.5 

営業利益     457 6.3   829 9.9   1,481 9.6 

Ⅳ 営業外収益 ※1    48 0.7   49 0.5   102 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※2    151 2.1   145 1.7   348 2.3 

経常利益     354 4.9   733 8.7   1,235 8.0 

税引前中間（当期）
純利益 

    354 4.9   733 8.7   1,235 8.0 

法人税、住民税及び
事業税 

  85     320     450     

法人税等調整額   53 138 1.9 △12 308 3.6 29 479 3.1 

中間（当期）純利益     216 3.0   425 5.1   756 4.9 

前期繰越利益     650     －     650   

中間配当額     －     －     68   

中間（当期）未処分
利益 

    867     －     1,337   

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
利益準備
金 

 その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
  

配当準備
積立金 

固定資産
圧縮積立
金  

別途積立
金  

繰越利益
剰余金  

平成18年３月31日 残高 

 (百万円）
1,500 1,013 211 20 286 3,900 1,337 5,755 △5 8,264 

中間会計期間中の変動額           

固定資産圧縮積立金の取

崩（注） 
        △14   14 －   － 

別途積立金の積立（注）           600 △600 －   － 

剰余金の配当（注）             △91 △91   △91 

役員賞与(注）             △24 △24   △24 

中間純利益             425 425   425 

自己株式の取得                 △0 △0 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合

計 

 (百万円）

－ － － － △14 600 △276 309 △0 308 

平成18年９月30日 残高 

 (百万円）
1,500 1,013 211 20 272 4,500 1,061 6,065 △5 8,573 

 

評価・換算差額
等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

 (百万円）
100 8,364 

中間会計期間中の変動額   

固定資産圧縮積立金の取

崩（注） 
  － 

別途積立金の積立（注）   － 

剰余金の配当(注）   △91 

役員賞与（注）   △24 

中間純利益   425 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△67 △67 

中間会計期間中の変動額合

計 

 (百万円）

△67 241 

平成18年９月30日 残高 

 (百万円）
32 8,606 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間(当期)純利益  354 733 1,235 

減価償却費  594 565 1,172 

役員賞与引当金の増減（△）額  － 12 － 

退職給付引当金の増減（△）額  △118 △163 △266 

受取利息及び受取配当金  △1 △2 △1 

支払利息  20 16 38 

売上債権の増（△）減額  803 63 294 

たな卸資産の増（△）減額  △165 103 △127 

仕入債務の増減（△）額  △372 △135 △6 

その他  93 165 70 

役員賞与の支払額  △19 △24 △19 

小計  1,190 1,335 2,389 

利息及び配当金の受取額  1 2 1 

利息の支払額  △20 △16 △38 

法人税等の支払額  △177 △377 △256 

営業活動によるキャッシュ・フロー  994 943 2,096 

     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △515 △598 △1,072 

無形固定資産の取得による支出  － △46 － 

投資有価証券の取得による支出  △0 △0 △0 

その他  5 △0 △8 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △510 △646 △1,081 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減（△）額  △500 75 △800 

長期借入金の借入による収入  － － 100 

長期借入金の返済による支出  △60 △333 △316 

配当金の支払額  △91 △91 △160 

その他  △0 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △651 △350 △1,177 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減（△）額  △167 △53 △161 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  504 343 504 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
 337 289 343 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式：移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

同左 

(1) 有価証券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算出して

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算出しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算出して

おります。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

デリバティブ：時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

製品、半製品、原料 

及び仕掛品：総平均法による原

価法 

貯蔵品  ：最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 

製品、半製品、原料 

及び仕掛品：同左 

 貯蔵品  ：同左  

(3）たな卸資産 

製品、半製品、原料 

及び仕掛品：同左 

 貯蔵品  ：同左  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

イ．機械装置（シクロヘキシル

アミン製造設備を除く） 

       ：定額法 

ただし実質的残存価額

（零）まで償却を行ってお

ります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 ロ．その他の有形固定資産 

：定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

建物   15～50年 

機械装置 ４～15年 

  

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能

期間（５年）による定額法を採

用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2)      － (2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ12百万円減少しておりま

す。 

(2)      －  

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につい

ては発生初年度から３年による

按分額を、費用処理しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につい

ては発生初年度から３年による

按分額を、費用計上しておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

なお、商法施行規則第43条に規

定する引当金であります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

なお、商法施行規則第43条に規

定する引当金であります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

また、為替予約が付されている

外貨建金銭債権については振当

処理によっております。  

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨建債権 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

当社に為替変動リスクが帰属す

る外貨建取引の一部について成

約時に為替予約取引をおこなう

ものとしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を

比較して有効性の判定をしてお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

なお当中間会計期間末の仮払消費

税等と仮受消費税等は相殺し残額

を流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度  

（自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日）  

（たな卸資産の評価方法） 

 当社の製品、半製品、原料及び仕掛品につ

いては、従来、評価方法として移動平均法を

採用しておりましたが、当中間会計期間より

総平均法に変更いたしました。 

 この変更は、新原価計算システムの導入を

機に、原料の著しい価格変動の影響および月

次における操業度並びに製造費用等の一時的

な変動による棚卸資産の評価への影響を排除

して、より適切な期間損益計算を算定するた

めに行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益及び税引前中間純利益

は44百万円減少しております。 

────── （たな卸資産の評価方法） 

 当社の製品、半製品、原料及び仕掛品につ

いては、従来、評価方法として移動平均法を

採用しておりましたが、当事業年度より総平

均法に変更いたしました。 

 この変更は、新原価計算システムの導入を

機に、原料の著しい価格変動の影響および月

次における操業度並びに製造費用等の一時的

な変動による棚卸資産の評価への影響を排除

して、より適切な期間損益計算を算定するた

めに行ったものであります。  

 この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益及び税引前当期純利益

は70百万円増加しております。 

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計に相当する

金額は8,606百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  ────── 



追加情報 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(中間損益計算書関係) 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
      22,380百万円          23,212百万円          22,894百万円 

※２ 担保資産    

財団組成の有形

固定資産 
     5,519百万円           5,522百万円         5,270百万円 

（建物、構築

物、機械装置及

び土地） 

   

上記は下記債務

の担保に供して

おります。 

   

長期借入金    703百万円       313百万円       547百万円 

（１年内返済予

定額を含む。） 
   

項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

    

※１ 営業外収益の主要 

項目 
   

受取利息  0百万円   0百万円  0百万円 

受取配当金  1百万円   2百万円    1百万円 

※２ 営業外費用の主要 

項目 
   

支払利息   20百万円     16百万円     38百万円 

たな卸資産廃棄

損 
  37百万円     3百万円      114百万円 

生産休止費用   70百万円     70百万円      132百万円 

 ３ 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

593百万円

 1百万円

594百万円

 562百万円

  2百万円

565百万円

1,168百万円

  3百万円

1,172百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

普通株式 （注） 9 0 － 10 

合計 9 0 － 10 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

  現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日）

（百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金勘定 337

現金及び現金同等物 337

現金及び預金勘定 289

現金及び現金同等物 289

現金及び預金勘定 343

現金及び現金同等物 343



(リース取引関係) 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 同上 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 同上 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他 66 39 26 

合計 66 39 26 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他 40 25 15 

合計 40 25 15 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他 66 46 20 

合計 66 46 20 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内   11百万円

１年超   15百万円

合計   26百万円

１年内     6百万円

１年超    9百万円

合計   15百万円

１年内     7百万円

１年超   12百万円

合計   19百万円

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料   9百万円

減価償却費相当額   8百万円

支払利息相当額  0百万円

支払リース料   4百万円

減価償却費相当額   4百万円

支払利息相当額  0百万円

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額  14百万円

支払利息相当額 0百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



(１株当たり情報) 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

１株当たり純資産額 683円 22銭 

１株当たり中間純利益 18円 87銭 

１株当たり純資産額 749円 02銭 

１株当たり中間純利益 37円 01銭 

１株当たり純資産額 725円 87銭 

１株当たり当期純利益 63円 76銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権等潜在株式がないため記載してお

りません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 216 425 756 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 24 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (24) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
216 425 732 

期中平均株式数（千株） 11,490 11,489 11,490 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度  

（自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日）  

該当事項はありません。 同左 同左      



(2) 【その他】 

 平成18年11月14日開催の取締役会において、第78期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）の中間配当に関

し、次のとおり決議しました。 

(1)中間配当による配当金の総額           68百万円 

(2)１株当りの金額                 ６円00銭 

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成18年12月４日 

（注）平成18年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し支払いを行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第77期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

本州化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小倉 邦路  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関口 弘和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡辺 伸啓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている本州化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、本州化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、製品、半製品、原料及び仕掛

品の評価方法について移動平均法から総平均法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

本州化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小倉 邦路  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関口 弘和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡辺 伸啓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている本州化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、本州化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

本州化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小倉 邦路  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関口 弘和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡辺 伸啓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている本州化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、本州化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、製品、半製品、原料及び仕掛品の

評価方法について移動平均法から総平均法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

本州化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小倉 邦路  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関口 弘和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡辺 伸啓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている本州化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第78期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、本州化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 
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